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○平成27年9月関東・東北豪雨災害を踏まえ、全ての直轄河川とその沿川市町村において水防災意識社会を再
構築する取組を行うこととされ、木曽川上流河川事務所においては、県、関係市町、気象台などから構成する
「木曽川上流水防災協議会」を平成28年7月5日に設立。

○平成28年8月、台風第10号等の一連の台風によって、中小河川で氾濫が発生し、逃げ遅れによる多数の死者
や甚大な経済被害が発生。平成29年6月19日に「水防法等の一部を改正する法律」が施行され、「大規模氾濫
減災協議会」制度が創設。

平成30年7月17日 本協議会を水防法第15条の9 に基づく大規模氾濫減災協議会に位置づけ。

協議会は、河川管理者、県、市町等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体
的かつ計画的に推進するための協議・情報共有を行い、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を
再構築することを目的とする。

木曽川上流水防災協議会設立の経緯・目的

○平成28年から令和2年までの「木曽川上流の減災に係る取組方針」のフォローアップを実施。
〇令和7年度までに円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動等大規模氾濫時の減災対策として各構成機関が計画的・一体的に取組む事項について
積極的かつ建設的に検討を進めるための「木曽川上流の減災に係る取組方針」を令和3年8月31日に改定。

木曽川上流の減災に係る取組方針（令和3年8月31日策定）

○令和7年度までの概ね5年間で達成すべき目標
木曽三川で発生し得る大規模な水害に対し、「住民の主体的な避難」、「水防活動の強化」、「社会経済被害の最小化」をめざす。

○上記目標に向けた3本柱の取組
１．迅速な避難と被害の最小化に向けた住民の主体的な避難行動を促す取組

・・・9つの取組項目

２．発災時に生命と財産を守る水防活動の強化
・・・4つの取組項目

３．洪水氾濫による被害の軽減と日常を取り戻すための排水活動の強化
・・・3つの取組項目

※大規模な水害・・・本方針が公表された時点で、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水（越水、浸食、洗掘）による氾濫被害
※社会経済被害の最小化・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態

木曽川上流水防災協議会の概要

平成28年7月5日
木曽川上流水防災協議会 設立

平成28年8月29日
木曽川上流の減災に係る取組方針

（H28～R2 対象）

令和3年8月31日
木曽川上流の減災に係る取組方針

（R3～R7 対象）

H28～R2 取組実施

令和3年 木曽川上流水防災協議会

「木曽川上流の減災に係る取組方
針」のフォローアップ

詳細は、（別紙）取組方針を参照下さい。
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１．迅速な避難と被害の最小化に向けた住民の主体的な避難行動を促す取組

（１）避難行動の情報伝達，避難計画及び訓練等に関する事項

①市町村避難指示と連動したタイムラインの策定・運用（継続実施）
②住民の確実な避難のための避難指示などの情報の伝達方法の確立と伝達内容の充実 （継続実施）
③広域避難体制の構築（新規）

（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項

④想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図の策定・公表（継続実施）
⑤想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図を基にした洪水ハザードマップの策定・周知（継続実施）
⑥小学・中学校などの学校や自治会，企業，定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

→「教育委員会と連携した防災教育の幅広い推進」を新たに実施

（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項

⑦洪水に対してリスクの高い箇所を監視する CCTV カメラ，水位計の整備（継続実施）
⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘導が実施できる体制の整備（継続実施）
⑨円滑かつ迅速な避難のための経路の設定や避難所までの案内看板の整備（継続実施）

３．洪水氾濫による被害の軽減と日常を取り戻すための排水活動の強化

（１）排水作業準備計画及び訓練等に関する事項
①早期の復旧・復興のため氾濫水を迅速に排水するため，拡散型・閉塞型の氾濫形態毎に排

水施設情報の共有・排水手法等の検討を行い，「排水計画」を作成する（継続実施）

②排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し，排水計画に基づく排水訓練を実施する
→「排水作業準備計画に基づく関係機関が連携した排水訓練を実施し、訓練実施結果を踏
まえた排水計画の更新」を新たに実施

③堤防決壊時の対応（情報伝達，復旧工法，排水計画の検討など）を演習することを目的に，
堤防決壊シミュレーションを実施する（継続実施）

２．発災時に生命と財産を守る水防活動の強化

（１）水防関係者の訓練や資機材等の点検、連携協力に関する事項

①水防活動の知識の習得と技術力向上のため，関係機関が連携した水防訓練やひ門等
の操作訓練等の実施（継続実施）

②水防に万全を期すために出水期前に水防倉庫等の建屋，保管されている水防資機材
等の点検を実施（継続実施）

（２）水防活動や避難に関する情報伝達に関する事項

③重要水防箇所等の洪水に対してリスクが高い箇所について水防団・消防団や地域住民が
参加する合同巡視による情報共有（継続実施）

④水防団・消防団へ雨量・水防警報等水防活動や避難に関する情報の伝達方法の確立と伝
達内容の充実（継続実施）

【「木曽川上流の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）」作成のポイント】
１、平成２８年度から令和２年度までの取組のフォローアップ結果や各機関の意見等を踏まえ、３本柱の取組は継続実施。
２、「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画に基づいた取組を実施するが、「教育委員会と連携した防災教育の幅広い推進」「排水作業準備計画に基づ

く関係機関が連携した排水訓練を実施し、訓練実施結果を踏まえた排水計画の更新」を木曽川上流の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）として新
たに実施する重点的な取組として設定。

３、各機関の取組のフォローアップを行いやすくするために、取組項目ごとにグループ化した事項を設定。今後、取組の進捗状況を確認し、継続的なフォローアップを
実施する。

※取組にあたっては「木曽川水系流域治水プロジェクト」や「東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会」と連携して進めていく

下線：令和３年度から実施している重点的な取組「木曽川上流の減災に係る取組方針」（令和３年度～令和7年度）取組内容

木曽川上流の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）の概要
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２） 「木曽川上流の減災に係る取組方針」
令和６年度のフォローアップについて

①令和６年度の取組結果のフォローアップ
②令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果
③木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた
取組事例の紹介
・木曽川上流河川事務所からの事例紹介
・各市町における重要な取組の紹介

第11回 木曽川上流水防災協議会
（岐阜ブロック） 資料 （R7.5.29）



【 ①．令和６年度の取組結果のフォローアップ】
取組方針

①取組項目の目標設定（計画的な取組の実施）
• 令和3年度は、各機関が木曽川上流の減災に係る取組方針の取組項目の目標設定を実施した。
• 令和4年度以降は、毎年度の取組目標の達成を目指し、各機関は毎年度計画的に取組を実施する。

②指標化による進捗状況の見える化（目標達成のための具体的な試行）
• 各機関が設定した目標を基に、取組の進捗確認及び確実なフォローアップを行うために各取組項目

の進捗状況を見える化し、先行事例を共有することで同様の取組を進めるうえでの計画的な取組の
参考にしていただくことを目的とする。

• 設定した指標は、確実に実施することを義務づけるものではなく、また、各機関のご意見や実情に
応じて指標化の評価設定や値等について適宜、アンケート調査等を実施しながら見直しを行う。

【D】取組の実施【P】取組方針、取組状況の指標化

【C】進捗状況の確認・（取組効果の確認）
【A】取組の継続や見直しの判断

Do

Action Check

Plan

取組方針

令和3年度：取組項目の目標設定

令和4年度～：取組項目の指標化

令和4年度～：指標に沿って随時見直しを実施予定
防災教育の実施

アンケ―ト調査を踏まえて、ポータルサイトを
更新、教材を新規作成

令和3年 A市 B市 ・・・

取組項目A ● ●

取組項目B ● ● ●

取組項目C ●

： ● ●

ぜひ活用したい, 
33%

内容によっては
活用したい, 

64%

必要性を感じな
い、または活用
できない, 3%

今後の「防災教育ポータルサイト」の利用に関する回答アンケート調査等による取組状況確認

防災教育教材の作成

取組項目に沿って実施

防災教育におけるPDCAサイクルの例
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• 継続的なフォローアップを行うため、令和6年12月～令和7年1月に下記のアンケート調査様式をもとに取組項目の進捗状況
について確認した。

項目 内容

対象市町 水防災協議会 構成機関

内容 取組項目の取組状況、実施数、実施した取組内容、実施前の課題、成果、実施後の課題

実施期間 令和6年12月～令和7年１月

【 ①．令和６年度の取組結果のフォローアップ】
令和６年度の取組結果のフォローアップアンケート調査（概要）

令和7年度までの具体的な取組 R3年度 R〇年度 R3年度 R〇年度
取組内容／
実施時期

R3年度 R〇年度

実施前の課題
／実施後の成
果／実施後の

課題

R3年度 R〇年度

■ ソフト対策の主な取組

１．迅速な避難と被害の最小化に向けた住民の主体的な避難行動を促す取組

（１）避難行動の情報伝達、避難計画及び訓練等に関する事項

実施前の課題
適切な判断が行えるかどうか

実施後の成果
新たなレベル等を確認しながら判断を

行うことができた

実施時期
年間通して 6月頃の訓練時

実施後の課題
住民への周知等

実施前の課題

実施後の成果

実施時期 実施後の課題

実施前の課題

実施後の成果

実施時期 実施後の課題

実施前の課題
アプリ開発等について、洪水情報だけ

でなく、防災情報という形でできたら
よい。未定ではあるが、他課にてアプ

メール配信のみでは登録者数が少な

く、周知人数が少ない

実施後の成果
LINEでの配信を他課と連携した配信す

ることにより、周知人数が増加した。

実施時期
HPにて常時実施。広報へR3.9掲

載済

11月
実施後の課題

他課に依頼をして、LINEでの配信を依

頼しているため、今後を同時配信のシ
ステムの導入が必要

実施前の課題
対象16先に対し、13先作成済。残り3
先については引き続き作成を依頼中。

訓練実施については実績0先であり、

市が指導権限を持っていない施設への
アプローチをどうすればいいのか。

計画を作成したが、実態に合った計画

実施後の成果
メール等で依頼をするが未作成の施設
がある。相談のあった施設について

は、実態に合った計画にしようと務め

実施時期
～R4.3 4月～3月　随時

実施後の課題
市が指導権限を持っていない施設への
アプローチをどうすればいいのか。

理想の体制と現実的な体制には乖離が

作成例

「令和７年度までの具体的な取
組」実施の有無の回答

（プルダウンより選択）

「I列で有と回答した場合に記載」
実施数

※●●には数を記載下さい
※記載する数はG列の括弧書きを参考に記

載下さい

実施した取組内容
（何月に実施済みかも記入下さい）

実施結果の問題点・課題・懸念事項等

主な取組項目

項目

木曽川の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）
「令和７年度までの具体的な取

組」
実施の有無

①市町村避難指示と連動したタイムラ

インの策定・運用

・タイムラインを活用した訓練を実施

し、避難指示等発令の判断基準等の確
認や、明らかになった課題等を踏まえ

た見直し

※グループについて
・タイムライン作成済の場合⇒グ

ループ１に回答
・タイムライン未策定の場合⇒グ

ループ2に回答

【グループ１】訓練実施＆見直しの有

無
→ 有

【グループ２】タイムライン策定の有
無

→

取組内容

有 ー ー

取組内容

判断基準の適宜修正 県との訓練等の際にタイムライ

ンに沿って避難判断基準を確認

し、適切な避難判断を行った

【グループ２】住民向け防災情報発信

メール、LINE等の周知の有無
（有の場合、登録者数／目標登録者数

を記載）

→ 有 有

【グループ１】アプリ開発の有無
※開発済の場合「有」を選択して下さ

い。

（有の場合、登録者数／目標登録者数
を記載）

→

約925人／目標2,000人

一斉メール配信システ

ム：約1,500人／目標

2,000人
LINE：約7,500人／目

標：未定

取組内容

町メール登録の推進 一斉メール配信システムをHP等

で登録の促進、メール以外のメ
ディアの活用

避難計画の作成、避難訓練の実
施

未作成の施設については、実地
指導、集団指導等に併せ指導を

行う。また、既に計画作成済の

施設から見直しについて相談が
あったため（10月）対応した。

地域防災計画に位置付けられた要配慮
者利用施設への実施の有無

（有の場合、要配慮者利用施設実施数

／全要配慮者利用施設数を記載）

→ 有 有

・ICT等を活用した洪水情報の提供及
び強化

※グループについて
・アプリ等を新規に開発予定の場合

⇒グループ１に回答
・既存のシステムの周知を図る場合

⇒グループ2に回答

15施設／全17施設(計画
作成）

3施設／全17施設(避難訓

練実施）

16施設／全17施設(計画
作成）

5施設／全17施設(避難訓

練実施）

取組内容

取組内容

②住民の確実な避難のための避難指示

などの情報の伝達方法の確立と伝達内
容の充実

・要配慮者利用施設における避難計画
の作成及び避難訓練の実施。訓練内容

に係る助言
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■ ソフト対策の主な取組

１．迅速な避難と被害の最小化に向けた住民の主体的な避難行動を促す取組

（１）避難行動の情報伝達、避難計画及び訓練等に関する事項

タイムラインに基づいた訓練又は見直しの実施

アプリ開発

（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項

訓練実施

34

4

1

2

34

5

12

2

11

2

28

3

20

3

19

3

9

2

27

3

4

1

2

5

12

2

18

7

2

31

1

2

19

2

令和３年度に実施また

は着手済み機関数

16

2

25

0

3

16

2

3

1

1

31

18

2

5

県 構成市町への周知 3 3
・洪水に対しリスク高い区域について、住民等への周知

市町 自治会への周知 34

自治会等への周知の実施

⑤想定最大外力を対象とした洪水浸水想

定区域図を基にした洪水ハザードマップ

の策定・周知

・ハザードマップや避難先の認識度の向上のための周知、

ハザードマップを活用した住民参加による避難訓練の実施

市町 34 22

3県 構成市町への認識度向上のための周知、訓練の実施 3

2
④想定最大外力を対象とした洪水浸水想

定区域図の策定・公表

・リスク情報空白地帯の解消（中小河川及び既往の浸水想

定区域がない空白区域での浸水想定区域図の策定・公表）
県

中小河川及び既往の浸水想定区域がない空白地域での浸水想定区域図

の策定・公表の実施
2

・多くの関係機関が防災行動を連携して実施するためのタ

イムラインの作成・拡充
市町・県・気象台 タイムラインの策定2 39

2県 市町への避難場所の設定の助言等の支援 3

9

③広域避難体制の構築

・隣接市町村における避難場所の設定

市町 隣接市町との避難場所の設定 34

33
県・気象台・木曽統

管・水機構

木曽川上流水防災協議会構成市町に対する地域防災計画に位置付けら

れた要配慮者利用施設への助言、訓練、協力等の実施
8

32
・要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練

の実施。訓練内容に係る助言

市町 地域防災計画に位置付けられた要配慮者利用施設への助言、訓練実施 34

木曽統管・水機構 観測機器、通信機器の保守点検を実施の有無 2

気象台 洪水情報の提供及び強化の実施 2

4

29 32

県
防災アプリ・住民向け防災情報発信メール、LINE等の登録増加のた

めの取組実施2
4

防災アプリ・住民向け防災情報発信メール、LINE等の登録増加のた

めの取組実施

②住民の確実な避難のための避難指示な

どの情報の伝達方法の確立と伝達内容の

充実

・ICT等を活用した洪水情報の提供及び強化

市町 34

19

2

20

2

タイムラインの策定①市町村避難指示と連動したタイムライ

ンの策定・運用

・タイムラインを活用した訓練を実施し、避難指示等発令

の判断基準等の確認や、明らかになった課題等を踏まえた

見直し用

市町 34

気象台 市町との訓練実施＆見直し等の助言 2

木曽川の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）

対象機関 取組目標

取組

対象

機関数
主な取組項目 令和7年度までの具体的な取組

令和３年～令和４年度に

おける実施または着手済

み機関数

令和3年～令和5年度にお

ける実施または着手済み

機関数

令和3年～令和6年度にお

ける実施または着手済み

機関数

• 令和３年度に設定した目標に対する実施状況を下表及び次頁に示す。
• 多くの取組項目が進捗しており、取組機関数の割合が80%以上となっている。
• しかし行政主体で進める「広域避難体制の構築」 「大規模工場等の自衛水防に係る取組

の促進」、「災害リスクの現地表示（まるごとまちごとハザードマップ）」の実施機関
数が40％以下であるが、概ね昨年度よりは増加している。

【 ①．令和６年度の取組結果のフォローアップ】
令和６年度の取組結果のフォローアップアンケート調査（結果：1/2）

取組対象機関数に対する実施または着手済の
取組機関数（%）
■：～20% ■：～40% ■：～60%
■：～80% ■：～100%

：昨年度より機関数が増加した 項目
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（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項

地域防災リーダーの育成

２．発災時に生命と財産を守る水防活動の強化

（１）水防関係者の訓練や資機材等の点検、連携協力に関する事項

（２）水防活動や避難に関する情報伝達に関する事項

0

27

3

32

2

18

2

21

31

26

3

30

18

2

19

5

7

0

26

3

24

19

4

3

34

24

1

2

29

6

18

29

2

3

6

2

3

1

32

28

0

1

5

1

16

13

3

6

0

令和３年度に実施また

は着手済み機関数

2

12

23

16

1

16

2

27

6

2

4

1817

22

15

県・気象台 市町、水防管理団体との連携、協力に関する検討等の実施 5 5

④水防団・消防団へ雨量・水防警報等水

防活動や避難に関する情報の伝達方法の

確立と伝達内容の充実

・水防関係者間での連携、協力に関する検討

市町 水防団・消防団との連携、協力に関する検討の実施 34

5

県 市町、水防管理団体との合同巡視の実施 2

③重要水防要箇所等の洪水に対してリス

クが高い箇所について水防団・消防団や

地域住民が参加する合同巡視による情報

共有

・河川管理者、水防管理団体（市町）、水防団・消防団と

共同した合同巡視

市町 水防団・消防団との合同巡視の実施 34

②水防に万全を期すために出水期前に水

防倉庫等の建屋、保管されている水防資

機材等の点検を実施

・河川管理者及び水防関係者による（出水期前に）水防資

機材の確認

市町 水防倉庫内の水防資機材等確認の実施 34

県 河川管理者および水防管理者への取組支援 2

1

2034

0

24

県・気象台 市町、水防管理団体、水防団・消防団、自主防災組織等との訓練実施 4

①水防活動の知識の習得と技術力向上の

ため、関係機関が連携した水防訓練やひ

門等の操作訓練等の実施

・大規模水害を想定した情報伝達、水防活動（水防団員自

身の退避等の安全管理行動を含む）、水防団・水防協力団

体・自主防災組織・福祉関係者等による住民への避難の呼

びかけや避難誘導など、実践的な訓練の実施

市町 水防団・消防団、自主防災組織との訓練実施等との訓練実施

県 市町への支援の実施 2

9
・災害リスクの現地表示（まるごとまちごとハザードマッ

プ）

市町 現地表示の実施 34

3県 取組に対する市町への支援の実施 3

17

24

19

⑨円滑かつ迅速な避難のための経路の設

定や避難所までの案内看板の整備

・各地区の避難経路の確認及び訓練の実施

市町 自治会等との避難経路の確認及び訓練の実施 34

⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘

導が実施できる体制の整備

・自主防災組織の設置促進及び地域防災リーダーの育成に

よる避難誘導の強化
市町 34 20

自主防災組織と訓練等による体制強化の実施

⑦洪水に対してリスクの高い箇所を監視

する CCTV カメラ、水位計の整備
・防災施設の機能に関する情報の提供

県・木曽統管・

水機構
防災施設の機能に関する情報の提供の実施 4

県 市町への支援等の実施 2

21 2625

・住民参加型訓練の実施と参加促進

市町 自治会への訓練実施 34

・大規模工場等の自衛水防に係る取組の促進 市町 各市町地域防災計画に位置付けられた大規模工場への実施 18

・住民一人ひとりの避難計画（マイ・タイムライン）の作

成支援
市町・県・気象台 マイ・タイムライン作成支援 39

35

22

66県・気象台 小・中学校への防災教育への支援（出前講座実施の支援） 6

⑥小学・中学校などの学校や自治会、企

業、定住外国人等に対する水害（災害）

教育の充実と住民の防災意識の向上に資

する取組の強化

・教育委員会と連携した、小・中学校への防災教育の幅広

い推進

市町 小・中学校への防災教育への支援（出前講座や資料の提供等） 34

・地域防災力の向上のための人材育成及び支援（防災士、

地域リーダーの育成）
市町・県・気象台 防災士、地域リーダー育成 39

木曽川の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）

対象機関 取組目標

取組

対象

機関数
主な取組項目 令和7年度までの具体的な取組

令和３年～令和４年度に

おける実施または着手済

み機関数

令和3年～令和5年度にお

ける実施または着手済み

機関数

令和3年～令和6年度にお

ける実施または着手済み

機関数

【 ①．令和６年度の取組結果のフォローアップ】
令和６年度の取組結果のフォローアップアンケート調査（結果：2/2）

取組対象機関数に対する実施または着手済の取組機関数（%） ■：～20% ■：～40% ■：～60% ■：～80% ■：～100%

15



【】：課題に対するR6取組事例紹介ページ

• 取組方針の３本柱ごとに、取組進捗における課題を整理した。
• コロナ禍による訓練の中止、人員不足等の外的要因による課題もあるが、取組進捗の課題として住民の防災意識の低下が挙げ

られている。

取組方針の3本柱 分類 実施前・実施後の課題

1. 迅速な避難と被害
の最小化に向けた
住民の主体的な避
難行動を促す取組

（１）避難行動の情報伝達，避難計
画及び訓練等に関する事項

• 防災アプリの新規登録者を増やすのが難しい。
• 要配慮者福祉施設の避難確保計画は、一部の施設で未作成で

ある。また、計画に基づいた訓練が実施できていない。
【P24】

（２）平時からの住民等への周知・
教育・防災意識に関する事項 • 防災意識の向上。【P25～27】

• 地域における防災の担い手不足（若年層の人材不足、転入者
や現役世代のハザードマップの認知）（３）円滑かつ迅速な避難に資する

施設や体制の整備に関する事項

2. 発災時に生命と財
産を守る水防活動
の強化

（１）水防関係者の訓練や資機材等
の点検、連携協力に関する事項

• 人員不足
• 資機材の老朽化
• 関係団体同士の連携に不安

（２）水防活動や避難に関する情報
伝達に関する事項

• 人員不足
• 地域住民との情報共有

3. 洪水氾濫による被
害の軽減と日常を
取り戻すための排
水活動の強化

（１）排水作業準備計画及び訓練等
に関する事項

• 木曽川上流河川事務所で取り組んでいる内容について後述
【P29】

【 ①．令和６年度の取組結果のフォローアップ】
取組進捗における課題の整理

赤字：住民の防災への関心が低下がみられる課題 16



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２） 「木曽川上流の減災に係る取組方針」
令和６年度のフォローアップについて

①令和６年度の取組結果のフォローアップ
②令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果
③木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた
取組事例の紹介
・木曽川上流河川事務所からの事例紹介
・各市町における重要な取組の紹介

第11回 木曽川上流水防災協議会
（岐阜ブロック） 資料 （R7.5.29）



【 ②．令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果】
国土交通省の動向

出典）「水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす総力戦の流域治水をめざして」 提言，令和5年8月，国土交通省

• 国土交通省では、令和５年４月に「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会」
を設置し、普及施策の体系化と行動計画をとりまとめた。

• 自分事化には、住民の防災意識として、「知る」→「捉える（自分事として捉える）」→「行動する」という段階において、
「自分のために」から「みんなのために」とさらに視野を広げていくことが必要。

18



【 ②．令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果】
木曽川上流河川事務所における水害に対する住民等意識調査

出典）住民の防災意識水準に応じた 教育プログ ラム 策定手法に関する研究

リスクを深く理解する（全2問）

Phase3
(397人）

覚えていない

【Q15】あなたのご自宅が洪水により浸水した場合
、浸水解消までの時間はどのくらいですか※。

■質問例

リスクの存在を知る（全3問）

Phase1
(1038人）

思っていない

リスクの存在に気付く（全3問）

Phase2
(151人）

確認していない

【Q6】豪雨で河川の堤防が壊れたりあふ
れたりすることは起こりうると思いますか。

【Q14】あなたは、「洪水ハザードマップ」でご
自宅が浸水するかどうかを確認しましたか。

対処方法を理解する（全3問）

Phase4
(258人）

自宅の周辺状況等
（逃げ遅れる可能性がある）

【Q32】仮にあなたは命を守るためにどのよ
うな予警報や情報をもとに避難しますか。

対処行動を実行する（全2問）

Phase5
(79人）

決めていない

【Q39】あなたは、「直ちに命を守る行動」と呼び
かけられた場合に行う行動を決めていますか。

率先避難者

近年の豪雨以前から思っている
近年の豪雨以降に思い始めた

近年の豪雨以前から思っている
近年の豪雨以降に思い始めた

はい

予報や警報

決めている

(309人）
※木曽川上流域の状況を踏まえ、

R4年度実施アンケートから一部変更

■フェイズ分類結果（33市町2232人）

46%

21%

8% 9%

3%

13%

0人

200人

400人

600人

800人

1000人

1200人

1 2 3 4 5 率先避難者

• 木曽川上流河川事務所では、水害リスクをどの程度「自分事化」できているかについて、沿川住民を対象に水防災意識を定量
的に分析した。分析方法としては、水防災意識を客観的かつ定量的に把握するために「住民の防災意識水準に応じた教育プロ
グラム策定手法に関する研究」（2007年）（本間、片田、桑沢）等を参考に水防災意識のﾌｪｰｽﾞを設定した。

• 洪水浸水想定区域で浸水の可能性がある33市町の住民を対象に、 WEBアンケート調査を行った結果、防災意識が非常に高い率
先避難者が約1割いる一方で、約7～8 割が水害リスクの認知に課題があることがわかった。

約7～8割

約1割
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【 ②．令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果】
アンケート調査概要

岐阜県 愛知県

想定最大規模降雨
で浸水する地域

1/100～1/200で
浸水する地域

1/10～1/50で
浸水する地域

（n=378）

（n=298）

（n=417）

S51.9洪水浸水
実績のある地域

（n=423）

S51.9洪水浸水
実績のない地域

（n=670）

水害リスクマップによる分析

浸水実績による分析

想定最大規模降雨
で浸水する地域

1/100～1/200で
浸水する地域

1/10～1/50で
浸水する地域

（n=0）

（n=132）

（n=1007）

水害リスクマップによる分析

S51.9洪水浸水
実績のある地域

（n=358）

S51.9洪水浸水
実績のない地域

（n=781）

浸水実績による分析

52%

47%

43%

19%

22%

25%

7%

7%

10%

8%

9%

8%

3%

2%

3%

12%

14%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

44%

56%

21%

19%

8%

4%

10%

10%

3%

2%

14%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

51%

42%

21%

24%

6%

10%

7%

10%

2%

3%

13%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

46%

44%

20%

23%

7%

8%

10%

8%

4%

2%

13%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例
：Phase1 ：Phase2 ：Phase3
：Phase4 ：Phase5 ：率先避難者

凡例
：Phase1 ：Phase2 ：Phase3
：Phase4 ：Phase5 ：率先避難者

• 水害のリスクを正確に認知していないという課題が判明したことから、水害リスクの高低や浸水実績の有無と住民防災意識の
関係性を確認した。

• 愛知県・岐阜県ともに、水害リスクが高い地域や浸水実績がある地域においても、水害リスクを「自分事化」できていないこ
とが明らかになった。
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現時点のPhase分類をもとにした有効な取組の方向性

①Phase1の人に向けて

• リスクを認知できていない方に向けて自らのリスクを認知し
ていただくような取組促進を目指す

②各Phaseの底上げに向けて

• 水防災意識レベルに応じた情報提供を行い、住民防災意識
の底上げを図り、地域に根付くサイクル型の防災理解促進を
目指す（各フェイズのワンランクアップ程度を目指す）。

③率先避難者に向けて

• 防災意識の高い率先避難者が一定の割合で存在する。率
先避難者による避難誘導促進を目的として、率先避難者に
正確な情報とその意味を伝える取組促進を目指す。

• 今回のアンケート調査結果から、地域の浸水リスクや各自
の水防災意識レベルに応じた情報提供を行うという観点も
必要であり、関係機関の共通認識として、Phase分類をも
とにした有効な取組の方向性をとりまとめた。

Phase
1

Phase
2

Phase
3

Phase
4

Phase
5

率先
避難者

令和４年度

令和●年度

令和●年度

Phase分類の経年変化イメージ

【 ②．令和５年度 住民防災意識調査アンケート結果】
木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた重要な取組について

Phase
1

Phase
2

Phase
3

Phase
4

Phase
5

率先
避難者 21
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
要配慮者福祉施設の避難訓練に関わる講習会の実施

• 令和７年2月5日（水）に輪之内町の浸水氾濫区域内にある要配慮者福祉施設において避難の実行性の向上に向け、施設タイ
ムラインによる図上訓練による講習会を実施した。

• これにより施設職員から作成したタイムラインを活用したいという発言や、施設全体での防災意識向上に寄与することができ
た。

• 施設 タイム ラインシ ー トを作成す ることで 、避難
確保計画に記載のあ る防災行動の他に も施設
として 必要な多数の防災行動が洗い出された。

• 意見交換 を通 して 、防災行動 を実行す るタイミ
ング 等に関する議論があった 。

• 役割や警戒 レベルに よって 、実施すべ き防災行
動の量に差があることが明確化した 。

• 行政職員との 意見 交換 を通 して 、災害時に 必
要な自治体への対応が明確になった 。

• 施設職員か ら作成 した タイム ラインシ ー トを所
内会議で利用したいとい う発言があった 。

• 施設全体の防災意識の向上のため、防災アニ
マル診断や災害・避難 カー ドを複数持 ち帰った 。

実施内容

講習会の様子

説明資料

輪之内町水害
ハザードマップ

施設タイムライン
シート

＜その他＞
・グループホームナンウ ェーブ避難経路図
・【ツール】施設タイム ライン_一式（班ご と）
・【ツール】災害・避難カー ド_一式

• 講習会資料
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
防災意識向上に向けた広報活動の試行

• 防災イベントへの参加による防災意識向上に向けた広報活動の試行として、令和６年度は7件の防災イベントに参加した。
• そのうち、安八水まつり（安八町）：約40サンプル、加納西グラウンドにおける地域防災訓練（岐阜市）：約60サンプル、

笠松リバーサイドカーニバルかさまつ2024（笠松町）約200サンプル、おおがき防災フェス2024（大垣市）：約140サンプ
ルでは、防災アニマル診断により防災意識調査及び防災に関わる展示を行った。

• これにより、参加者の興味・関心を引くことができ、また、展示に入る前後でアンケートを行い、イベント参加者の防災意識
レベルが上がったことが確認できた。

• イベ ント会場のブース内では、イベ ント配布用として 「防災アニマル診断」の紙製のうちわ を配布し、防災意識の認知度の
調査を実施。• 約170 名が診断を実施。

• 結果として は 、ハムス ター タイプが最多で 全体
の約4割を占めたが、参加者からは「考え るきっ
かけにな って よか った 」、「家で子供と考えてみ
ます」などの声 もあ り、防災意識の底上げに 確
かな効果があった 。

• イベ ントで うちわ を配布 した ところ、地域自治会
か ら追加で 欲しい と連絡があ るなど 、地域が自
ら行動する結果に繋がった 。

実施内容

イベ ントの様子（リバーサイドカーニバルかさまつ2024）

参加イベント（計7件）：安八水まつり（安八町）、
加納西グラウンドにおける地域防災訓練（岐阜市）、
笠松リバーサイドカーニバルかさまつ2024（笠松
町）、おおがき防災フェス2024（大垣市）、岐阜
治水会防災フェア（岐阜市）、大垣市子どもの職
業・社会学習体験機会創出事業 アウトオブキッザ
ニア（大垣市）、 NISHIMINO防災プロジェクト
（公益社団法人大垣青年会議所）
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
防災意識向上に向けた広報活動の試行(2/2)

• 最もサンプル数が多かった笠松リバーサイドカーニバルかさまつ2024（笠松町）においては、約200人分のサンプルを取得
• 動物アンケート調査を行ったところ、展示に入る前では防災意識が低い、「ハムスター」タイプが最も多かったが、展示に入

った後では防災意識が高い、「ライオン」タイプが最も多くなった。
• 防災イベント等でアンケートを実施することで、住民意識の把握及び展示による防災意識向上効果を把握することができる。

【防災施設等認知度調査結果】

展示前では防災意識は低い傾向であったが
展示後では防災意識は高い傾向となった

【動物アンケート調査結果】

※アンケート内容は一部抜粋

■19才未満 ■20～39才未満 ■40～59才未満
■60～79才未満 ■80才以上あなたの水害への防災意識はどのタイプ？

【展示前：ブース入口での調査】

【展示後：災害・避難カード作成後の調査】

あなたの水害への防災意識はどのタイプ？←防災意識低 防災意識高→
18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

←防災意識低 防災意識高→
80

70

60

50

40

30

20

10

0
ハムスター ペンギン パンダ ラクダ ゾウ ライオン

ハムスター ペンギン パンダ ラクダ ゾウ ライオン

行ったこと（見たこと）がある 行ったこと（見たこと）はないけど知っている 知らない

■19才未満 ■20～39才未満 ■40～59才未満
■60～79才未満 ■80才以上

■19才未満 ■20～39才未満 ■40～59才未満
■60～79才未満 ■80才以上

行ったこと（見たこと）がある 行ったこと（見たこと）はないけど知っている 知らない

行ったこと（見たこと）がある 行ったこと（見たこと）はないけど知っている 知らない

①畳堤に行ったこと（見たこと）がありますか？知っていますか？

②陸閘に行ったこと（見たこと）がありますか？知っていますか？

③河川環境楽園に行ったこと（見たこと）がありますか？知っていますか？
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【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

水防災教育の促進について

• 令和６年度は５校で計８回の出前講座を行った。その中の6回では、教育委員会と連携した、小・中学校への防災教育の幅広
い推進による水防災意識のPhaseのワンランクアップを目的に、防災教育ポータルサイトのフォローアップとしてWebアンケ
ートの実施及び「防災アニマル診断⇒マイ・タイムライン作成」の流れで災害・避難カードを活用した出前講座を行った。

• アンケート結果の「掲載されている資料数が十分であること」及び出前講座での災害・避難カードを活用した出前講座の実績
を踏まえ、防災教育ポータルサイトに改善した「災害・避難カード」を追加し、チラシの内容について更新した。

実施内容
• 防災教育ポータルサイトの改善及びチラシ の更新

• ア ンケー トは木曽川上流域の34の市町の小中
学校教員 を対象に実施 。防災教育ポー タルサ
イトに 興味がない人も回 答す ることが想定 され
るwebア ンケー ト形式で実施。（ア ンケー ト回収
数100サンプ ル）

• ア ンケー トの結果か ら、「掲載されてい る資料数
が十分であ ること」及び出前講座での災害・避
難 カー ドを活用 した出前講座の実績 を踏まえ 、
防災教育ポー タルサ イトに改善した 「災害・避難
カー ド」を追加 した 。

• 防災 教育ポー タルサ イトの 認知度、使用 率が
低い こと及び 認知方法についてはチ ラシが最 も
多か ったため 、チ ラシの内容について更新した 。

• 桑原学園及び本田小学校にて「防災アニマル
診断⇒マ イ・ タイム ライン作成」の流れの災害・
避難 カー ドを活用 した出前講座を行い 、更新 し
た教材を試行した 。

出前講座の様子

出前講座（計５校）：江南市立古知野東小学校

（約120名）、羽島市 桑原学園（約140名）、羽島市
立足近小学校（約35名）、瑞穂市立本田小学校（約
110名）養老小学校（約40名） 27



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

水防災教育の促進について

• 防災教育による防災意識レベルの変化を把握するため、出前講座を実施した３校において防災アニマル診断を防災教育前後で
実施した。

• その結果、防災教育実施後では防災意識が高い、「ゾウ」「ライオン」タイプになることを確認された。
• 防災教育を実施することで、防災意識レベルの把握及び防災意識向上効果を把握することができる。
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
排水活動支援ツールについて（1/2）

実施内容

• 既存の想定最大規模等の洪水浸水想定区域図を基にした排水作業準備計画図により、確実な初動体制の確保が可能となった。
• しかし、実際の災害は、想定通りにはならないことが考えられるため、臨機応変に対応するための事前準備として「排水活動

支援ツール」を構築した。これにより、より発生頻度が高い降雨規模にも柔軟に対応できるようになる。

木曽川のカメラ一覧
排水活動支援ツール

市町ごとに カメラ一覧

氾濫流が到達し
ている場所は？

JAXA・国土地理院の浸水域

排水作業準備計画図

道路情報

時間が経過
浸水状況把握

＜排水活動支援ツール構築のPOINT＞

本ツールは、htmlで作成しており、既存のネットワークシステムを大きく変更するもの

ではない。

① Webブラウザの「お気に入り」から、いつでも簡単アクセス。

② 事務所内の共有フォルダから、事務所内のパソコンであれば職員誰もが閲覧可能。

③ Web会議システムの画面共有を活用することで、関係機関や市町と浸水域等を共有

④ 点在するカメラ情報を一覧で確認できるため、排水活動以外でも活用機会

⑤ データフォーマットに基づいた情報更新が可能
排水場所の詳細

な情報は？

通行可能な
道路は

氾濫が発生して
いる場所は？

• 排水活動支援ツール構築

• 排水作業準備計画図に より、速やかに排水ポ
ンプ 車の配置箇所に誘導し排水活動 を行 うこと
がで き、かつ 配置箇所に 関す る現場周辺の情
報 を事前に 自治体や メデ ィア 等に周知・共有 し
ておくことで 、多 岐にわた る関係者が連携した
防災行動も可能になる。

• 既存の洪水浸水想定区域図 を基に した排水作
業準備計画図で初動体制を確保す ることが可
能 とな るが 、時 間経過 とともに 把握で きる当初
想定 していた外力規模との乖離、変化す る浸水
状況に より新たな 対応が求め られ る。このため 、
次の ような 場面では災害対応支援が必要にな
り、さらな る事前の 準備として 「排水活動支援
ツール」を構築した 。

①排水対応タイム ラインの とお り、関係者・各班と
様々な情報を基に協議を行 う場合

②時 間が経過 し、想定 と乖離す る浸水状況や交
通情報等との対応が必要な場合

• ツー ル を活用す ることで 、外力規模（災害当日
に把握で きる浸水 範囲等 をもとに確認）・排水
機場の稼働状況等を踏まえた排水ポ ンプ 車の
要請台数を確認可能である。
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
排水活動支援ツールについて（2/2）

国土地理院HPより浸水想定図を取り込み、緊急輸送道路やカメラ位置を重ね合わせ表示することが可能
浸水情報と氾濫ブロックを重ね合わせ、どのブロックに排水ポンプ車の出動させるべきか確認可能

TOP画面の地図上で、排水ポンプ車配置場所候補のポイントをクリックすることで、
排水作業準備計画図出力可能
またその図面を関係者にメール配信することが可能となり、図面の迅速な共有が可能
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【 ③．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】
各市町における重要な取組の紹介について

【①迅速な避難と被害の最小化に向けた住民の主体的な避難行動を促す取組】

木曽川の減災に係る取組方針（令和３年度～令和７年度）取組内容分類

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

各務原市
防災ひとづくり講座の実施

①Phase1の人
に向けて 1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項

⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

大垣市
防災フェスの実施

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会，企業，定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

羽島市
防災教育（防災じぶんごとワークショッ
プ、学生防災研修等）の実施

②各Phaseの底
上げに向けて

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会，企業，定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

犬山市
各小中学校防災倉庫等を利用した防災講
話の実施

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会，企業，定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

稲沢市
市内小中学校への防災教育事業への補助

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘導が実施できる体制の整備

美濃加茂市
防災士養成講座の実施

③率先避難者
に向けて

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑨円滑かつ迅速な避難のための経路の設定や避難所までの案内看板の整
備

大口町
地区防災訓練を活用した訓練の実施、避
難経路の見直し検討

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘導が実施できる体制の整備

可児市
防災リーダー養成講座の開催

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害
（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

扶桑町
防災リーダー・ボランティアコーディ
ネーター養成講座

1-（１）避難行動の情報伝達、避難計画及び訓練等に関する事項
②住民の確実な避難のための避難指示などの情報の伝達方法の確立と伝
達内容の充実

輪之内町
要配慮者福祉施設の避難訓練について 32



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

防災ひとづくり講座の実施（各務原市）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
地域の防災力を強化するため、継続的に各地域で
防災活動を行うことができる「防災リーダー」を
育成する。

■取組内容
２日間で以下の取組を実施した。
（１） １日目
・各務原市で想定される自然災害と対策
・弾道ミサイルを想定した住民避難訓練
・地域での取り組み紹介
・水害後の適切な対応と公的支援制度について

（２） ２日目
・災害ボランティアセンターの機能と役割
・災害ボランティアセンター受付模擬演習
・避難所運営の事例検討

■取組結果・期待される効果
「防災リーダー」を育成することで、各地域において継続的かつ活発な防災活動を行うことが可能
となり、地域防災力の向上が期待できる。

災害ボランティアセンター受付模擬演習の様子



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

おおがき防災フェス(総合防災訓練)の実施（大垣市）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
・災害時における市及び防災関係機関の協力、

連携体制の確立を図るとともに、市民の
防災行動力の向上と防災意識の高揚を図る。

■取組内容
・(第1部)地域住民対象の避難参集訓練
・(第2部)広く市民を対象とした、子ども

から大人まで楽しみながら参加できる23の
体験ブース(はしご車搭乗体験・浸水体感
ＶＲシステム体験等)の設置

■取組結果・期待される効果
・本市で導入している、防災ＤＸを活用した、

避難所受付支援システム(マイナンバー
カード等で受付)の市民に対しての普及啓発

・インフラ事業者(大垣ガス)と市民の協働に
よる、炊き出し訓練の実施により、
平時からの顔の見える関係の構築

・これまで、参加の少なかった若い世代の
参加により、次世代の防災リーダーの育成
が期待される

避難所受付支援システムを活用した受付訓練

炊き出し訓練 若い世代の参加者34



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

防災教育（防災じぶんごとワークショップ、学生防災研修等）の実施（羽島市）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
・市民全員で取り組む、羽島市での災害に必

要な防災のルール(条例）を作る。

■取組内容
・ワークショップ形式で、被災する想定のも
と条件付与を行い、災害を「じぶんごと」と
してとらえ、事前の備えと発災時の行動等を
考える。

■取組結果・期待される効果
・３０回開催、参加者１,３７６人、

８，０００件を超える意見
・意見の多くは「自助」、次に「共助」であ

り、それらの意見を基に「命と暮らしを守
る羽島市民の防災減災条例」を制定

・本条例に基づき「自分の命は自分で守る」
という意識の醸成を図っている。 35



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

各小中学校防災倉庫等を利用した防災講話の実施（犬山市）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
小学校に設置している防災倉庫の中を見たり、
配備してある発電機やマンホールトイレに触れ
たり体験することで防災意識の向上を図る。

■取組内容
防災倉庫の中に何が入っているか予想した後、
実際に倉庫の中に入り答え合わせをする。
また、倉庫に入っている発電機やマンホールト
イレ、凝固剤などの災害時に使用する資機材に
触れる体験学習を行う。

■取組結果・期待される効果
実際に学校に備わっている防災設備を見て体験し
て学ぶことで、防災を身近に感じ防災意識向上が
図られた。
また、この体験を通して、まずは自宅で備蓄する
ことが大切だと理解してもらうことができた。 36



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

市内小中学校への防災教育事業への補助を実施（稲沢市）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
子どものころから地域の災害リスク等を知り、命を

守る行動（避難）を実践的に学ぶことによって「自
助」の意識を醸成するとともに、保護者や教職員の
防災意識の高揚を図る。

■取組内容
毎年２校を「防災教育実践指定校」に選定し、業務

委託として契約を締結
→市からの委託費10万円で学校が防災に関する授
業を実施（外部講師の招聘、防災マップの作成、
防災教材・啓発資材の購入等）

■取組結果・期待される効果
防災マップやポスター作成によって、地域の現状の

理解や家族への共有が進み、防災意識の高揚に寄与
した。また、作成したマップを活用した授業を実施
したり、既存の避難訓練等にも工夫を施すなど、今
後の派生にも繋がった。

防災マップ作り

防災講座
37



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

防災士養成講座の実施（美濃加茂市）

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘導が実施できる体制の整備

■取組の狙い
・防災について学ぶ場を連携して提供するこ
とにより、地域住民の防災意識の向上、人材
の育成及び活動できる体制を構築する。

■取り組み内容
・加茂圏域（市・加茂郡）の住民を対象に、
防災士養成講座を開催。防災士資格を取得を
目指す。

■取組結果・期待される効果
・令和６年度は圏域２８人が防災士資格を取
得。災害に対する正しい知識や技術を習得し
たことで、地域における自主防災活動や災害
時の救護救援活動等の活躍が期待できる。

防災士養成講座の様子（座学）

防災士養成講座の様子（救命講習）
38



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

地区防災訓練を活用した訓練及び避難経路の見直し検討の実施（大口町） （1/2）

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑨円滑かつ迅速な避難のための経路の設定や避難所までの案内看板の整備

■取組の狙い
本庁は、平成27年に中電興業株式会社（現中電クラビス）等と大口町内に(別図１)広告付防災情報等電

柱看板を設置することにより、町民に対し防災情報等を提供し、町民の安全・安心の促進に資することを
目的に「広告付防災情報等電柱看板に関する協定」を締結した。

その際、当該協定の業務担任区分として中電興行株式会社等は「広告主を募り、看板の設置に必要な一
切の手続きを行うこと」と定めていたが、令和6年度より本協定のより一層の事業速度を促進する狙いで、
町独自の広告主募集を行う働きかけを実施中。

■取組手段・期待される効果
手 段 ⇒別図２「広告付防災情報等看板に関する広告掲出のご案内」文書をもって町内事業主へ

周知
期待する効果⇒当該看板設置目的達成の速度感増進と町民の安心・安全の充実

⇒広告主の地域社会貢献への意識の増進
⇒広告主の企業イメージ向上に寄与

■成 果
協定締結以降、遅々として広告主の募集が進展(防災情報1件のみ）しないのが常態化していたが、令和

6年11月11日付の文書により事業主へ町独自の周知を行った結果、令和6年12月25日現在で6件の広告主
契約増加に繋り、本協定の目的達成に大きな成果を得ることができたものと思料

追求すべき望成目標
総計希望掲出電柱１６本の達成であり、残り１０本を望成目標として追求

39



広告付防災情報等電柱看板（別図１） 「広告付防災情報等看板に関する広告掲出
のご案内」（別図２）

【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

地区防災訓練を活用した訓練及び避難経路の見直し検討の実施（大口町） （2/2）

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑨円滑かつ迅速な避難のための経路の設定や避難所までの案内看板の整備

40



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

防災リーダー養成講座・スキルアップ講座を開催（可児市）

1-（３）円滑かつ迅速な避難に資する施設や体制の整備に関する事項
⑧深夜や荒天時においても確実な避難誘導が実施できる体制の整備

■取組の狙い
・災害に対する正しい知識や技能を習得し、平時におい

ては地域の防災訓練・研修で活躍し、災害時には救援
救護活動を担う地域の「防災リーダー」を養成する。

■取組内容
・防災の第一線で活躍する研究者や関係機関、防災ボラ

ンティアを講師とした養成講座を開催し、日本防災士
機構が実施する防災士資格取得試験を受験。災害時・
平時の防災訓練などで活躍する防災士の資格取得を推
進する。

■取組結果・期待される効果
・平成24年から開始し、令和６年度までに422名の防災

士を育成しており、自治会や自主防災会の中で活躍し
ている。

取組に関わる写真など

防災リーダー養成講座の様子

・防災リーダー養成講座を受講し防災士の資格を取得した方を対象とした防災士のためのスキル
アップ講座を開催している。防災士の資格取得後の知識の底上げを図ると共に、その知識をわか
りやすく伝えるための技術の習得など、防災士が活躍するにあたり必要なスキルのバックアップ
をしている。
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【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

防災リーダー・ボランティアコーディネーター養成講座（扶桑町）

1-（２）平時からの住民等への周知・教育・防災意識に関する事項
⑥小学・中学校などの学校や自治会、企業、定住外国人等に対する水害（災害）教育の充実と住民の防災意識の向上に資する取組の強化

■取組の狙い
・地域で防災・減災・復興を推進する『防災リー

ダー』と『災害ボランティアコーディネーター』
の養成を目的としています。

■取組結果・期待される効果
・延べ２７名が講座に参加しました。
防災講話により防災に対する基礎知識を習得
し、自助・共助の大切さを再認識しました。
また、避難所開設のイメージづくりのため、
HUG訓練を実施しました。
災害発生時には防災リーダーや災害ボラン
ティアコーディネーターとして活躍いただき、地
域防災力の向上に繋がります。

図タイトル

取組に関わる写真など

図タイトル 42



【 ３．木曽川上流水防災協議会における課題を踏まえた取組事例の紹介】

要配慮者福祉施設の避難訓練の実施（輪之内町）

1-（１）避難行動の情報伝達、避難計画及び訓練等に関する事項
②住民の確実な避難のための避難指示などの情報の伝達方法の確立と伝達内容の充実

■取組の狙い
・2月の講習会で施設タイムラインシートの
作成等を実施。今般、講習会での経験を
活かしながら実際に避難訓練を実施する
ことで、有事の際の行動を身につける。

・4月30日に町内福祉施設において避難
訓練を実施。

■取組結果・期待される効果
・タイムラインシートを活用することでより
実情に沿った訓練内容となった。また、
実際に訓練する中で見えてくる成果や

課題等を確認する良い機会となった。

・施設職員、入居者のさらなる防災意識
の向上につながった。

・今回の取組を好事例として、他の町内
福祉施設に周知し、避難訓練の充実を
図る。

垂直避難の様子

タイムラインシートの活用 43


